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日商簿記検定対策
（問題用紙・答案用紙）




第8回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿商　業　簿　記＿
【第1問】問題用紙（20点）
第１問（20点）
次の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目の中から最も適当と思われるものを
選び、記号で解答すること。

１．得意先京橋商事株式会社が倒産し、同社に対する売掛金￥1,200,000が回収不能となった。同社に対する売掛金のうち、￥800,000は前期の販売から生じたものであり、残額は当期の販売から生じたものである。なお、貸倒引当金の残高は￥640,000であり、設定金額は適切と認められる。
　　ア.売掛金　イ.貸倒引当金戻入　ウ.支払手形　エ.貸倒引当金繰入　オ.貸倒損失　カ.当座預金　キ.貸倒引当金

２．最新式の焙煎機25台（@￥288,000）の導入にあたり、去る5月7日に国から￥3,600,000の補助金を得た。補助金の受領については適切に会計処理済である。本日（6月1日）、上記の焙煎機を予定通り購入し、小切手を振り出して支払った。そのうえで、補助金に関する圧縮記帳を直接控除方式にて行った。
　　ア.当座預金　イ.備品　ウ.減価償却費　エ.国庫補助金受贈益　オ.備品減価償却累計額　カ.固定資産圧縮損　キ.クレジット売掛金

３．株式会社広島商会に対する買掛金￥1,600,000の支払いにつき、取引銀行を通じて電子債権記録機関に山口産業株式会社に対する電子記録債権の譲渡記録を行った。
　　　ア.売掛金　イ.支払手形　ウ.電子記録債務　エ.受取手形　オ.電子記録債権　カ.現金　キ.買掛金

４．株主総会が開催され、別途積立金￥36,000,000を全額取り崩して繰越利益剰余金に振り替えたうえで、繰越利益剰余金を財源に1株につき￥200の配当を実施することが可決された。株主総会開催直前の純資産は、資本金￥400,000,000、資本準備金￥80,000,000、利益準備金￥18,000,000、別途積立金￥36,000,000、および繰越利益剰余金14,000,000であった。会社法に定める金額の利益準備金を積み立てる。なお、発行済株式総数は200,000株である。
　　　ア.当座預金　イ.未払配当金　ウ.繰越利益剰余金　エ.別途積立金　オ.利益準備金　カ.資本準備金
　キ.資本金　ク.その他資本剰余金

５．特定の研究開発の目的で備品￥1,000,000と薬剤￥140,000を購入し、代金は小切手を振り出して支払うとともに、この研究プロジェクトにのみ従事している客員研究員佐古氏に対する今月分の業務委託費￥600,000を当社の普通預金口座から佐古氏の指定する当座預金口座に振り込んだ。
　　　ア.給料　イ.売上　ウ.普通預金　エ.研究開発費　オ.当座預金　カ.備品　キ.別途積立金
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【第2問】（20点）
次に示した大本商事株式会社の［資料］にもとづいて、答案用紙の連結精算表を作成しなさい。なお、当期は×５年４月１日から×６年３月31日までの１年間である。 

［資料］
 １．大本商事株式会社（以下「Ｐ社」という）は ×４年３月31日に、三津浜商事株式会社（以下「Ｓ社」という） の発行済株式数の 80％を￥6,000,000で取得し、支配を獲得した。
 ２．×４年３月31日のＳ社の貸借対照表上、資本金￥3,600,000、資本剰余金￥900,000、利益剰余金￥1,500,000が計上されていた。
３．のれんは発生年度の翌年から10年のわたり定額法により償却する。
４．Ｓ社が行った配当（財源は利益剰余金）は次のとおりである。
	×４年度
	×５年度

	￥240,000
	￥195,000


５．前期から、Ｐ社はＳ社に商品を掛けで販売している。当期のＰ社のＳ社への売上高は￥4,200,000であり、 売上総利益率は 30％である。
６．Ｓ社の商品棚卸高のうち、Ｐ社から仕入れたものは、￥1,335,000（期首）および￥1,005,000（期末）である。
７．Ｐ社の期末売掛金のうち、Ｓ社に対するものは￥840,000（期末）である。
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下記の資料にもとづいて、損益計算書を完成しなさい。なお、会計期間 は ×20年4月1日から×21年3月31
日までの１年間である
【資料１】　　決算整理前残高試算表 　（単位：円）　【資料２】未処理事項
	借　方
	勘 定 科 目
	貸　方

	4,153,125
	現金預金
	

	825,000
	電子記録債権
	

	1,080,000
	売掛金
	

	
	貸倒引当金
	30,000

	675,000
	繰越商品
	

	45,000
	仮払法人税等
	

	3,750,000
	建物
	

	
	建物減価償却累計額
	375,000

	900,000
	備品
	

	
	備品減価償却累計額
	？

	  ？
	商標権
	

	？
	満期保有目的債券
	

	
	電子記録債務
	720,000

	
	買掛金
	960,000

	
	長期借入金
	1,800,000

	
	退職給付引当金
	270,000

	
	資本金
	5,250,000

	
	利益準備金
	300,000

	
	繰越利益剰余金
	333,000

	
	売上
	13,350,000

	
	有価証券利息
	14,400

	10,096,725
	仕入
	

	945,000
	給料
	

	210,000
	広告宣伝費
	

	
	固定資産売却益
	368,250

	23,995,650
	
	23,995,650


1．電子記録債権￥75,000 をでんさいネットにて割引料￥750
 を支払い割引処理をして手取額は当座預金としていたが、
 この取引は未記帳である。 
２．得意先京橋商会が倒産し、売掛金￥45,000 が貸し倒れた。　
そのうち￥18,000 は当期に販売した商品に係るものであ　
る。 
３．期首にリース会社からコピー機をリースする契約を結び
リース取引を開始した。リース期間は 5年、リース料は年　　　
間￥75,000（毎年3月末日払い）、見積現金購入価額 
￥300,000、ファイナンスリース取引であり、利子抜き法で
ある。リース料の支払いも処理すること。
　 【資料3】　決算整理事項 
１．商品の期末棚卸高は次のとおりである。棚卸減耗損は売　
上原価に80％、残りを販売費及び一般管理費、商品評価損　
は売上原価の内訳科目として処理する。 
帳簿棚卸高：数量 800 個、帳簿価額＠￥975
実地棚卸高：数量 740 個、正味売却価額＠￥825 
２．売上債権の期末残高に対して 2％の貸倒れを見積もる。
貸倒引当金は差額補充法によって設定する。 
３．有形固定資産の減価償却を次のとおり行う。
 建物 定額法 耐用年数 50 年 残存価額ゼロ 
備品 200％定率法 耐用年数 8 年
（注）リースしたコピー機についてはリース期間を耐用年
数とし残存価額はゼロで償却を行う。
４．満期保有目的債券は×19年４月１日に他社が発行した
社債（額面総額￥1,200,000、利率 1.2％、償還日は×24年
3月31日）を額面＠￥98の額面で取得したものである。満
期保有目的債券の評価は、償却原価法（定額法）により行っ　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．退職給付引当金の当期繰入額は￥105,000 である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．長期借入金は当期の7月1日に借入金4年、利率年1.5％、　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利払い日は年1回（6月末）の条件で借り入れたものであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。決算にあたって、借入利息の未払分を月割計算で計上する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７．商標権は×16年4月1日に取得したものであり、定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　により10年間で償却を行っている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８．当期の税引前当期純利益の40％を、差額補充法により未
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　払法人税等に計上する。なお仮払法人税等の額は、未払法人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税等と相殺して表示する。
＿工　業　簿　記＿
【第4問】問題用紙（28点）
  (1)（12 点）
 次の一連の取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、各取引の下の勘定科目から最も適当と思われるものを選び、記号で解答すること。仕訳の金額はすべて円単位とする。

 １．材料7,200㎏を1㎏あたり1,204円で購入し、代金は掛とした。なお、材料の月初棚卸高は800㎏、1㎏あたり1,184円であった。
 　　ア． 製 品 イ． 仕 掛 品 ウ． 材 料 エ． 買 掛 金 オ． 売 上 原 価 
カ． 製 造 間 接 費 キ． 材料消費価格差異

 ２．当月において、材料7,400㎏を消費した。なお、6,600㎏については特定の製造指図書への出庫である。また、材料費の計算については、年間を通じて1,200円/㎏の予定消費価格を用いている。
 　　ア． 製 品 イ． 仕 掛 品 ウ． 材 料 エ． 買 掛 金 オ． 売 上 原 価
 カ． 製 造 間 接 費 キ． 材料消費価格差異 

３．当月の材料消費価格差異を計上する。なお、材料の実際消費価格の計算は平均法を用いており、棚卸減耗は生じていない。 
ア． 製 品 イ． 仕 掛 品 ウ． 材 料 エ． 買 掛 金 オ． 売 上 原 価 
カ． 製 造 間 接 費 キ． 材料消費価格差異 

(2)（16 点） 
当工場では、全部実際単純個別原価計算を行っている。下記の資料にもとづき、７月における仕掛品勘定と製品勘定を完成しなさい。なお、仕訳と元帳への転記は月末にまとめて行っているものとする。
 １．原価計算表の要約 
	製造指図書
番　　　号
	日　　付
	直　接
材料費
	直　　接
作業時間
	機　　械
作業時間
	備考

	＃１０１
	6/15～6/26
	120,000
	115時間
	150時間
	6/15　製造着手
6/26　完成　7/2　引渡

	＃２０１
	6/27～6/31
	150,000
	55時間
	25時間
	6/27　製造着手

	
	7/1～7/8
	－
	75時間
	95時間
	7/8　完成　7/12　引渡

	＃３０１
	7/9～7/26
	342,400
	210時間
	250時間
	7/9　着手　
7/26　完成　7/30　引渡

	＃４０１
	7/27～7/30
	188,600
	40時間
	25時間
	7/27　製造着手
7/31　未完成


 ２．直接工の消費賃率は 1 直接作業時間あたり 600円であった。
 ３．当月の製造間接費実際発生額は 743,000円、公式法変動予算による月間の固定費予算額は 450,000 円、月間基準操業度は375機械作業時間であり、予定配賦率は1機械作業時間あたり2,000円であった。



【第５問】問題用紙（12点）
 　当工場では原価管理を効果的に行うために標準原価計算を採用している。
次の資料にもとづいて、以下の各問に答えなさい。
 問１　直接材料費差異を計算し、分析しなさい。
 問２　直接労務費差異を計算し、分析しなさい。 
問３　製造間接費差異を計算し、公式法変動予算を前提に分析しなさい。
なお、能率差異は（標準配賦率）×（標準直接作業時間－実際直接作業時間）で計算する。

 〔資　料］
 １．当月生産データ
 月 初 仕 掛 品       0個
       当月投入         2,500
       合　　計         2,500個
       月 末 仕 掛 品     200個 （50％）
       完 成 品         2,300個 

＊１　直接材料はすべて工程の始点で投入される。 
＊２　（　）内は加工進捗度を示す。 

２．製品１個あたりの標準原価 
直接材料費：400円/kg×10kg/個　  ＝ 4,000円 
直接労務費：700円/時間×５時間/個＝ 3,500円 
製造間接費：800円/時間×５時間/個＝ 4,000円
                      合　　　計：　　 11,500円
 ３．製造間接費変動予算 　　　　変動費率：368円/時間　　固定費（月額）：5,400,000円 　　　　
　製造間接費は直接作業時間を基準として製品に標準配賦される。 
４．当月実際発生額 　
　　　直接材料費：＠410円（実際消費単価）×25,800kg（実際消費量）＝10,578,000円 
　　　直接労務費：＠680円（実際消費賃率）×12,800時間（実際直接作業時間）＝8,704,000円
　　　製造間接費：9,650,000円

